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注：各ブロックの品目ごとの（ ）内の数字は、左から令和元年度、 

 日本の農業現場では、担い手の減少や高齢化の進行に伴う労働力不足が深刻化する

一方、依然として人手に頼る作業や熟練者でなければできない作業が多く、省力化や

人手の確保、負担の軽減が重要な課題となっています。 

 これらの課題を達成しつつ生産力の向上を図っていくためには、ロボットトラク

タ、リモコン草刈り機、スマホで操作する水管理システム、ドローン、ハウス等の環

境制御システム、生産・経営管理システムといった先端技術や農業データを活用した

「スマート農業」を推進していく必要があります。 

現状と背景 

 
 

２ スマート農業の推進 Topics 

取組内容 

 図表 ト-5 スマート農業実証プロジェクト のブロック別採択数 

 スマート農業とは、ロボット・AI※１・IoT※２等の先端技術を活用して、省力化・精

密化や高品質生産を実現する新たな農業のことです。スマート農業技術の活用によ

り、農作業における省力化・軽労化のほか、新規就農者の確保、栽培技術の継承等の

効果が期待されます。 

農林水産省では、スマート農業の社会実装を加速化するため、令和元(2019)年度

から、スマート農業技術を実際に生産現場に導入して経営改善の効果を明らかにする

「スマート農業実証プロジェクト」を展開しています。 

※１ 「AI」とは、Artificial Intelligence の略で、人工知能のこと。学習・推論・判断といった人間の知能を持つ

機能を備えたコンピュータシステム。 

※２ 「IoT」とは、Internet of Things の略で、モノのインターネットのこと。世の中に存在する様々なモノがイン

ターネットに接続され、相互に情報をやり取りして、自動認識や自動制御、遠隔操作等を行うこと。 

２年度、２年度緊急経済対策、３年度、４年度の採択地区数である。 
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宮城県、秋田県、岩手県

No 作目 地区 グループ名

21 野菜
東北地域タマネギ生産連携

コンソーシアム
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スマート農業実証プロジェクト採択地区
１～10：令和元(2019)年度
11～15：令和２(2020)年度
16～18：令和２(2020)年度緊急経済対策
19～22：令和３(2021)年度
23～24：令和４(2022)年度

青森県

No 作目 地区 企業名

1 水田作・畑作 中泊町 (株)十三湖ファーム

2 野菜 東北町 おとべ農産合同会社

11 果樹 弘前市 もりやま園(株)秋田県

No 作目 地区 企業名

6 水田作・畑作 大仙市 農事組合法人たねっこ

7 花き 男鹿市 園芸メガ共同利用組合

24 野菜 美里町ほか (株)秋田食産ほか

福島県

No 作目 地区 企業名

9 水田作・畑作 南相馬市 (株)紅梅夢ファーム

10 水田作・畑作 南相馬市 (株)アグリ鶴谷

14 水田作・畑作 広野町 (株)新妻有機農園

15 花き いわき市 (株)いわき花匠

17 果樹 富岡町 (一社)とみおかワインドメーヌ

18 野菜 白河市 (株)吉野家ファーム福島

岩手県

No 作目 地区 企業名、グループ名

3 野菜 岩手町 (株)アンドファーム

12 水田作・畑作 北上市 (株)西部開発農産

23 水田作・畑作 北上市
北上地域産地形成
コンソーシアム

宮城県

No 作目 地区 企業名、グループ名

4 水田作・畑作 東松島市 (有)アグリードなるせ

5 果樹 仙台市
仙台ターミナルビル
(株)荒井事務所

13 水田作・畑作 加美町 農事組合法人いかずち

16 野菜
大郷町
加美町

(株)イグナルファーム大郷
(株)宮城フラワーパートナーズ

19 野菜
宮城パプリカスマート商流

コンソーシアム

山形県

No 作目 地区 企業名、グループ名

8 野菜 尾花沢市 (株)沼澤農園

20 水田作・畑作
多面的機能向上スマート水管理

実証コンソーシアム

22 果樹
山形県
山梨県

輸出用果実長期品質保持実証
コンソーシアム

同プロジェクトは、令和４(2022)年度までに全国 205 地区において、水田作、畑

作、露地野菜、施設園芸、花き、果樹、茶、畜産の作目で実証が行われ（図表ト-

５）、特に令和４(2022)年度には、23 地区において、産地ぐるみの作業集約やシェ

アリングによるスマート農業技術の実証が行われました。 

これまでの実証の結果、現場での作業の省力化や負担軽減、熟練者でなくても高度

な営農が可能となる等、スマート農業の効果が現れています。一方、スマート農業導

入時の初期コストが高い、スマート農業技術に詳しい人材が少ない、営農におけるデ

ータの活用が不十分である等の課題も明らかになりました。 

東北のスマート農業実証プロジェクト取組状況 

 図表 ト-６ 東北におけるスマート農業実証プロジェクト取組状況 

東北では、令和４(2022)年度までに 24 地区で同プロジェクトの実証が実施されて

おり、うち令和４(2022)年度には２地区で実施されています（図表ト-６）。 

東北農政局における取組 

 東北農政局では、東北地域のスマート農業技術の社会実装をより加速化するため、

令和４(2022)年 11 月 30 日にオンラインにより「スマート農業推進フォーラム

2022in 東北」を開催しました。 

 農業者、企業、研究機関等役 220 名が参加し、「みどりの食料システム戦略」に寄

与するスマート農業技術の研究成果や、東北管内のスマート農業実証プロジェクトの

実証事例等の紹介が行われました。 

 参加者からは、「大規模水田地域で活用できる技術を知ることができた」、「農業従事

者の減少の解決のヒントとなった」等の声がありました。 

 会議資料等は、東北農政局 HP に掲載しています。 
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今後の対応 

 同プロジェクトの検討の成果として、「スマート農業推進総合パッケージ」が取りま

とめられています。農林水産省では、本パッケージに沿って、①スマート農業の実証

と分析、②導入コスト低減に向けた農業支援サービスの育成・普及、③更なる技術の

開発等、④技術対応力・人材創出の強化、⑤実践環境の整備、⑥海外への展開に取り

組んでいます。 

また、平成 30(2018)年に閣議決定された「未来投資戦略 2018」では、令和７

(2025)年までに農業の担い手のほぼすべてがデータを活用した農業を実践することを

目標に掲げ、実証で培われた技術・ノウハウを有する生産者、民間事業者等からなる

スマートサポートチームによる他産地の支援や農業支援サービスの育成・普及、普及

指導員による技術指導支援を総合的に実施することにより、現場でのデータ活用とス

マート農業人材の創出を推進しています。 

 このほか、東北農政局では、令和４(2022)年度補正予算により措置された「農業

支援サービス事業インキュベーション緊急対策」により、専門作業の受注、機械設備

の供給、データ分析や人材供給等のサービスを提供する農業支援サービス事業体がス

マート農業機械等を導入する取組について、支援しています。 

 

フォーラム資料（一例） 
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